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農山漁村の６次産業化の推進について
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我が国の農山漁村は、人口の減少や高齢化の進
行など厳しい状況にあり、早急にその活力の再生
を図ることが不可欠です。このため、農林水産
業・農山漁村に潜在する資源を有効に活用し、様々
な産業の有する知見と結びつけ、地域ビジネスの
展開や新産業の創出を図る「農山漁村の６次産業
化」を推進することが重要です。
これにより、農林漁業者の所得向上や農山漁村
地域における雇用を確保するのみならず、
① 農林漁業等への若者の参入の促進が図られ、
② Ｕターン、若者の定住化の促進等を通じて人
口減少や高齢化の進展の抑制が図られる
など、農山漁村の活性化に資することが期待され
るものです（別紙１）。
農山漁村の６次産業化の推進のために、

（１）農林漁業者等の事業の多角化、高度化等を促
進する新たな道筋を作り、６次産業化の推進のた
めの中核となる「地域資源を活用した農林漁業者
等による新事業の創出等及び地域の農林水産物
の利用促進に関する法律（六次産業化法）」が、昨
年12月３日に公布され、３月１日に全面施行され
たところです（別紙２）。この中で、研究開発・成
果利用計画を作成して農林水産大臣等の認定を
受けると、新品種を開発した際の種苗法の品種登
録の際の登録料・出願料の減免の特例措置などを
もうけているほか、予算上も研究関係の事業で採
択されやすくなるなどの措置が講じられています。
六次産業化法に基づく事業計画については、
253件を第１回認定したところです。このうち、研
究開発・成果利用計画関係は、「温暖化に対応した
新品種開発」の１件となっております。（別紙３。詳
細については、http://www.maff.go.jp/j/press/

soushoku/sanki/110531.htmlをご覧ください。）
（２）今後、農林水産省としては、６次産業化が地
域の大きな運動として展開されるよう、
① 六次産業化法の制定趣旨や狙いを農林漁業
者等に対し、正確に周知するとともに、

② 地域一体となって、６次産業化を支援するた
めの体制を整備するため、昨年10月に設置した
地方農政局等の総合相談相談窓口で、６次産
業化に取り組もうとする農林漁業者らの個別相
談への対応や、地域段階における６次産業化プ
ランナーの配置による事業計画の策定の支援
を図り、
③ 農林水産物の加工、販売（直売所）、食材提
供（レストラン）施設の整備、新商品の開発等
を推進するための予算措置等を講じ（別紙４）
等により、政策推進に努めていくこととしてい
ます。（総合相談窓口の連絡先、政省令、基本方
針、予算措置の概要などについては、「http://
www.maff.go.jp/j/soushoku/sanki/6jika.html」
（農林水産省 農山漁村の６次産業化のホーム
ページ）をご覧ください）。
なお、六次産業化法に基づく事業計画の第２

回の認定については10月末を予定しており、各
地方農政局等において引き続き事業計画の申請
を受け付けています。御関心のある方々におか
れては、各地方農政局等の総合相談窓口（http:
//www. maff. go. jp/j/soushoku/san-
ki/6jika/1stop.html）に御相談ください。
特産種苗業界の方々におかれても、６次産業化

に更に積極的に取り組んでいただき、地域の活性
化が図られることを期待するものです。
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